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【要旨】 

本論文は南アジア地域協力連合（SAARC）8 ヶ国の経済発展を、地域経済統合の枠組みで考察する事を目的と

している。SAARC 及び 2006 年に発行した SAFTA（南アジア自由貿易協定）への世界的関心度は低い。設立から

27 年を経ても域内貿易比率は未だ 5％と低い事が理由として挙げられる。しかし、地域経済統合の評価は効果分

析と関連して幅広い視点からの要因分析も必要である。発展途上国間地域経済統合は、既存の先進国間統合とは異

なる視点で捉えなければならない。南アジア諸国が抱える諸問題を整理し、経済発展と地域の安定に統合プロセス

の有効利用を考える。 
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１．経済統合理論の論点整理 
 
 本稿は、SAARC（South Asia Association for Regional Cooperation: 南アジア地域協力連合：サー

ク）諸国の経済発展を地域経済統合の枠組みで考察する事を目的としている1。 

90 年代以降、世界の通商政策の主流となった RTA（Regional Trade Agreement:地域貿易協定）は、

                                                           
＊ 筆者は匿名のレフリーに深甚なる感謝を申し上げる。レフリーから有益なご助言と改良点のご指摘を頂いた。

尚、残された誤りや脱漏は筆者のみの責任である。 



－ 54 －

 

WTO に通達されたもので 352 件に上る。その内 233 件が 2011 年 11 月現在活動状態にあり2、近年、

先進国、途上国問わず増加傾向にある。RTA が経済戦略としても地政学的にも有効な手段として各国

が認識していることは明らかである。 

このような状況の中、南アジアは世界人口の 4 分の 1 を抱え、人口構成から見ても潜在的市場規模

の大きな地域であるにも関わらず、SAARC 及び 2006 年に発効した SAFTA（南アジア自由貿易協定）

への世界的関心度は低い。研究対象としてもあまり注目されず、他の組織との比較研究も少ない3。以

下で詳細に述べるが、この地域が抱える多くの課題が域内貿易の発展を阻んでいる事が理由である。

また、既存の先進国を対象とした地域経済統合理論の枠組みでは、南アジア地域統合の経済的効果を

見出し難い事も理由としてあげられるだろう。 

しかしながら、地域経済統合を分析するにあたっては、その経済的効果（利益）を示す効果分析だ

けでなく、何故、統合を必要とし選択するのか、その理論的説明を試みる要因分析（必然性）が重要

である4。下の図は、地域経済統合分析における論点を整理したものである。 

 

図 1 経済統合理論の論点整理 

 

 

効果分析において統合参加国の利益に関する分析は重要である。貿易障壁除去による貿易創出効果

と、地域経済統合の特徴である貿易転換効果の存在を明らかにし、統合が域内経済厚生の向上に有益か

否かを判断する5。また、WTO との整合性問題と絡めて、域外からの視点で論じる場合も多くある6。統

合によって域外諸国が不利益を被るか否かを問うものである。域外の経済厚生を減少させずに、域内

の厚生を向上させるような地域経済統合の存在を解明しようとしている。この視点は要因分析の限定

性とも関連している。ここでの限定性とは、なぜ、世界全体での自由化や、一方的な自由化ではなく、

統合を選択するのかを問うものである。域外への効果を考える際に、多角的・無差別的な自由貿易を

ベストポリシーとし経済統合をセカンドベスト（次善策）という位置に置き、地域経済統合が多角的
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自由貿易への推進力となるか、それともブロック化の危険をはらんでいる阻害要因なのかを検討する。

しかし、多角的自由貿易への推進力であり得る事は、地域統合の正当性を示すことにはなるが、その

統合の内部的な形成要因になり得る訳ではない。ここでは、なぜ、限定された次善策が選択されるの

か、その理由を慎重に検討しなければならない。 

要因分析における地域性とは、この地域でなければならない理由を解明するものである。例えば、

EU のスタートである ECSC（欧州石炭鉄鋼共同体）は域内においては独仏のパワーバランス、域外

においてはソ連という共産圏に対するディフェンスとしての要因があるように、多くの地域経済統合

は域内と域外両方の国家間の関係性の調整に統合が利用される。統合の範囲を問われる場合もある。

歴史の共有、宗教の存在、地政学的、軍事戦略的位置関係等、個々の統合には様々な地域に基づく要

因が存在する。 

効果分析の経済効果、政治効果は、統合形成がその後どう経済情勢及び政治行動に変化を与えたか

どうかを問うものである。これらの効果分析は静態理論による分析だけでなく動態的な視点が求めら

れる。地域経済統合の効果の多くは動態的効果によって得られるからだ。 

そして、効果分析の動態理論と要因分析の経済成果・政治成果は重要な関連性の上に議論される。

統合形成によって現象や数値として現れる結果同様、求められるのは、経済効果から派生するその先

にある目的の達成、つまり「成果」である。統合によって得られる、地域の「進化」「発展」と言って

よい。何故に統合を選択するのか、それは数量的な効果だけではなく、その先の成果を求めるからで

はないか。特に南アジア諸国共通に求められる成果は域内対立から協調へ導くこと、限られた資源を

地域の発展に向けること、つまり人間開発、貧困緩和、政治的安定である。 

 以下では SAARC の設立目的と現在までの進捗状況を概観し、主に SAARC 形成の要因分析を試み

る。その上で域内貿易や経済状況から効果分析7 を行い、SAARC の課題を指摘する。SAARC だけで

なく地域経済統合全てが深化（進化）途上にある。そのプロセスを結果と成果という視点で捉える。

またその成果をなるべく少ないコストで達成することが統合形成のインセンティブ（要因）である。

統合形成要因をコストという側面からの考察を試みる。 

 そして、SAARC が世界から期待薄に見られている原因としての制度の未熟さ、構造的制約に言及

したい。市場開放をしてインドが気付いた事は、他の途上国や先進国が整備してきた諸制度がインド

には備わっていなかった事であった。発展途上国が効果的で低コストの経済取引が執行で規定ない事

が低開発の要因でもある8。インドのみならず SAARC 諸国は今後主体的に国内の制度の整備や構造改

革に着手すべきである。しかし一国だけでは予想される軋轢や立ちはだかる壁の高さからコストが高

いのであれば、国家の政策的方法論として、SAARC を活用すべきである。 

インド経済はここにきて成長に失速感がでてきた。実質経済成長率は 2010 年に 10.09％あったもの

が、2011 年には 6.84％、2012 年は 5％台と予測されている。内需比率が大きいインドであるが、今

後成長の源泉を外需にも求める工夫が必要となる。インドはこれまでは、南アジア域外との FTA に積極

的になっていたが、SAARC 域内の安定成長と平和がインドにとってどれだけ利益か考え始めている。 
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２．SAARC の概況 
 
２.１ SAARC の創設 

 SAARC はインド亜大陸に位置するインド、パキスタン、バングラデシュ、スリランカ、ネパール、

ブータン、モルディブを原始国とし、1985 年に設立された。現在は 2007 年 4 月に正式加盟したアフ

ガニスタンを加え 8 ヶ国で構成されている。 

 First Regionalism9 と呼ばれ、第二次世界大戦後に多くの発展途上国間地域経済統合が締結された

が10、南アジア地域協力構想は最も遅いスタートであった。西野（1986）11 はその原因を英領インド

からインド、パキスタンそして後にバングラデシュが分離独立したことによる対立関係の残存が大き

いとしている。領土問題を抱えるインドとパキスタンの間の確執は根深く、インドの介入によってパ

キスタンから独立したバングラデシュは、やはりパキスタンと対立関係にある。独立インドの初代首

相ネルーはソ連的社会を理想とし、ソ連と友好関係にあったが、そのソ連がアフガニスタンに侵攻し、

アメリカはパキスタンに軍事経済援助を始めた。さらに、南アジアの周辺中小国は大国インドに対し

ての相当な不信感と警戒感を抱いていた。南アジア地域の政治的不安定さは宗教対立も手伝って混迷

を極めていた。 

 このような状況の中、1970 年代後半、当時のバングラデシュ大統領ジアウル・ラーマン大統領（Ziaur 

Rahman）は南アジア諸国が協力することによって地域の和平を導き、経済発展に結びつける構想を

抱き、積極的に発言していた。1979 年に自国での政治的地位が確立すると、南アジア各国を訪問して

協力体制構築への理解を求めた。注目すべきは、南アジアに協力機構を設立する構想を最初に提唱し

たのが独立を果たしたばかりのバングラデシュであり、早くから協力支援したのは、スリランカ、モ

ルディブ、ネパール、ブータンといったインドをとり囲む周辺小国であったことである。周辺諸国は

地域協力機構の設立によって、インドとのパワーギャップを埋める狙いがあった。一方、ラーマンの

呼びかけに、インドは周辺小国の団結によるインド封じ込め戦略ではないかと警戒し、もう一つの域

内大国であるパキスタンはラーマンがインドの傀儡なのではと疑った。 

インド対周辺国、ヒンドゥー対イスラム勢力の構造の中に政治体制の相違による違和感もあり、ま

とめるのは困難と思われたが、ラーマンは各国に特使を派遣して地域協力機構の設置は域内の今後の

繁栄にとって必要な条件だと説得に尽力した。また、1970 年代はブレトンウッズ体制が崩壊し、国際

経済が変遷する中、世界的にも途上国の協力体制構築の重要性が意識されるようになり、ASEAN の成

功は刺激剤となって、南アジア諸国も、何かしらの地域協力形成の必要性を感じ始めるようになった12。 

そして、1981 年スリランカのコロンボで、外務次官級会合が開かれ、7 ヶ国の地域協力は実現に向

けてようやく一歩を踏み出した。しかし、1981 年にラーマンが暗殺される。バングラデシュは混乱の

中にあり、インドとスリランカは関係が悪化するなど多くの問題を抱え、地域協力の実現は益々危ぶ

まれた。それでも、1983 年 8 月には外務大臣による会議が開かれ、SARC（South Asia Regional 

Cooperation）地域協力共同宣言が採択され、1985 年 12 月、5 年の準備期間を経て、遂に、バング

ラデシュ首都ダッカにて第 1 回サミットが開催された。ここに正式に SAARC の設立をみるのである。
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ネパールカトマンズに常設事務局を置き、原則年 1 回、首相または国家元首が集まるサミットを開催

する恒久組織となった。直近では 2011 年 11 月 10 日から 11 日モルディブのアッドゥにて第 17 回サ

ミットが開催されている。 

 以上の設立経緯から、地域経済統合の地域性に注目して統合の必然性と形成要因を考察しよう。南

アジア地域は、多民族、多宗教、多言語を特徴とする地域であるが、それ故に域内の消費や生活文化、

慣習における共通性は国を超えて存在する。西ベンガルとバングラデシュは共通の食習慣があり、イ

ンドとパキスタン両国にパンジャーブ州が存在し、インドの南、タミルナドゥ州とケーララ州はスリ

ランカとの共通性が大きい。戦前までは、地域内の人とモノの移動は今よりも当たり前の現象であっ

た。Narayan（2010）13 は、むしろ南アジアの経済統合は自然の現象であり驚くべき事ではないと

指摘している。さりとて、前述の様に、地域間の軋轢を生じさせている大きな要因は「大きすぎる」

インドの存在である。他方、パキスタンはインドの地域内優位性を確固たるものにはしたくなかった。

周辺国はインドからの大国主義的圧力を抑制し、なるべく平等な立場で交渉にあたることのできるな

んらかの「システム」を求めた。インドとしても、その警戒心を緩和しつつもインドの存在感を示す

必要があった。つまり、一つ目の要因としては、域内のパワーバランスを調整するシステムとしての

統合が求められた。 

 そして二つ目の要因としては、各国とも域内全体の安定と繁栄を強く望んでいることは確かだとい

うことである。Narayan が指摘するように南アジアは実は国境を越えた地域間の繋がりも強い。また

地域ではなく宗教、民族による同胞意識も存在する。その事がさらに域内を分裂させる不安定要因と

してではなく、むしろ国家を超えた組織を創設する事によって地域の安定要因として機能するように

仕向けたいという想いもあった。これ以上の国境線の変更、それにまつわる争いは避けるべきとの共

通認識があった14。 

 次に域外との関連における地域性要因としては、EU のような対共産圏に対する防壁としての統合

という要因は薄い。ソ連がアフガニスタンに侵攻した際に、アメリカが南アジアに地域としてのまと

まりの必要性を示したが、域外大国との関連における統合の進展は、むしろソ連崩壊後に現れる。

SAARC 草創期ではむしろ ASEAN の形成と東アジア、続いて東南アジアの輸出志向戦略における成

功が、輸入代替戦略15に固執する南アジアの意識を変化させ、自由化の必要性に結びついたと言える16。 

 以上のように SAARC の形成要因は主に政治的、安全保障的な側面が大きい。しかし、実際の設立

にあたっては、安全保障や政治的な二国問題には関与せず対象外とした。また当初は具体的な経済的

連携や貿易促進のための施策も見通しはたっていなかった。それでも、まずは協力できるところから

進めようという現実的方法を採用したのである17。85 年の第 1 回サミットの前年には域内スポーツ競

技大会が開催された。農村開発、人口問題、保険、芸術文化等から、域内協力をスタートさせた。現

実の状況と本来の目的までの距離がかけ離れている以上、戦略として経済統合をどんなに浅いものと

はいえ、取りあえず事実存在するものとして誕生させたのである。そこから、漸次深化させ、組織を

固め、どう目に見える効果を示していくかが困難な課題として残された。 

 



－ 58 －

 

２.２ 組織と運営 

SAARC の常設事務局（SAARC Secretariat）は 1987 年、ネパールのカトマンズに設置された。早

い段階に設置されたのは、SAARC を単なる協力協定に終わらせないという強い意思からであった。

図 2 は SAARC の組織図である。原則年に 1 回開催される首脳会議（Summit）が SAARC の決定事

項を確認し、内外へ周知する場となっている。サミットの直前と半年後に開催される閣僚理事会

（Council of Ministers、外相会合）と、その直前に開催される常任委員会（Standing Committee、

外務次官級会議）が実質的な意思決定を行っている。設立からこれまでテロ等域内情勢からサミット

が開催できなかった時期もあり、外相会談が補完的な役割を担ってきた。 

協力分野は現在 IPA（Integrated Programme of Action、統合行動計画）の範囲として、農村開発

から観光まで 16 分野に渡る。各分野の実施、調整、常任委員会への報告を専門委員会（Technical 

Committee）が担っている。また、2 カ国以上 7 カ国未満の参加によるプロジェクトでは、行動委員

会（Action Committee）を設置し対応するようになっている。さらに、SAARC 憲章には記載されて

いない別の仕組みとして、協力体制を推進するための作業部会（Working Groups）がある。現在は

バイオテクノロジー、エネルギー、情報通信技術、観光の WG が定期的な会合を開いている。 

 

図 2 SAARC の組織 

 
出所：Lawrence Saez The South Asian Association for Regional Cooperation,Routledge,2011. 

   SAARC Secretariat Homepage (www.saarc-sec.org) 
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 SAARC 憲章には多面的で広範囲な目的、目標が記されており、南アジア域内の格差と非対称性を

踏まえた上で、政治的軋轢や域内の状況に配慮した運営原則を見ることができる。SAARC 憲章第一

条には以下のような SAARC の「目的」が記されている。 

・域内の平和と安定、友好の促進 

・南アジア国民の厚生向上、生活水準向上 

・経済成長、社会的進歩、域内の文化の発展を加速することによって、全ての個人に、尊厳ある生

活と潜在能力を活かす機会を提供する 

・南アジアの集団的経済的自立の強化 

・相互信頼と様々な問題の理解に貢献 

・経済、社会、文化、技術、科学分野における共同開発と相互支援の促進 

・他の発展途上国との連携強化 

・共通利益における国際会議での協力強化 

・類似する目的をもつ地域的組織や国際機関との協力 

域内の安定と経済的自立、そして貧困緩和が域内共通の目的、目標として掲げられている。そして

第二条には「原則」として 

・主権の平等、領土保全、政治的独立、他国への内政不干渉、相互利益を基礎とする 

・協力体制は二国間、多国間協力に替わるものではなく補完する 

・協力体制は二国間、多国間での協定義務に矛盾してはならない 

とある。この原則に付け加えて、第十条では決定事項は全会一致制が規定されている。全会一致は大

国インドを警戒する周辺小国への配慮である。またインドとしても、小国が団結してインドの利益に

反する行動を行っても拒否権を行使することができる。また第十条では加えて、二国間問題は審議か

ら除外し、二国間における決定事項においては、SAARC の結成と決定が優先しないことも共通原則

としている。ここからも、SAARC は国家独自の取り決めを制限するものではなく、主権放棄を伴う

深化とは距離を持っている事が解る。 

SAARC の有効性を疑問視する者は、活動が広くて浅い協力体制でしかなく、平和と開発を語るリッ

プサービス以上のもの提供できていない、集まっておしゃべりするだけの組織と批判する。また、伝

統的地域経済統合論の観点からは経済効果を期待できない事、さらに政治的不安定さ、制度の未熟さ

を鑑みて、政治効果も期待できないとする意見が殆どである18。 

しかしながら、多角的な協力を目指す地域協力組織は、南アジア内部としては、むしろ現実的で受

け入れやすい方法と考えられていた。SAARC を設立させただけで全ての課題が解決するとはだれも

想像していない。それでも、サミットや各委員会といった常設組織の存在が、各国の代表者、利権者、

貿易関係者が定期的に顔を合わせ、時には重要な対話をする機会を提供している事は確かな事実であ

る。 

結成から 10 年にして、1995 年には SAPTA（South Asian Preferential Trading Arrangement）

南アジア特恵貿易協定が締結され、これまで後回しにされていた経済協力がスタートした。目的は域
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内貿易の拡大にあった。SAPTA は、南アジアの中で最も早く輸入代替工業化を放棄し、貿易依存度

が高まってきたスリランカから提唱されたものであり、後発発展途上国には特別な待遇を与え、加盟

国に広く利益を分配することを目指した19。しかしながら、製品毎に二国間での交渉を繰り返し、譲

許を与える側が検討し、合意した場合には加盟国全てが特恵関税を利用できるという方法であったた

め、時間がかかり、公平さに欠け、限られた成果しか上げる事はできなかった。95 年から 98 年にか

けて 3456 品目の特恵関税を設定したが、重要な貿易品目ではなく、原産地規制が厳しく、通関シス

テムの簡素化も成功しなかった20。 

SAPTA は当初より SAFTA（South Asian Free Trade Area）へのステップとみなされていた。2000

年に入り、ネパールやスリランカでの情勢不安もあり、当初の予定より遅れる事にはなったが、2004

年の第 12 回サミットで合意文書に署名し、2006 年発効に至った。 

 

２.３ SAFTA による貿易自由化 

SAFTA は 1. 貿易自由化プログラム、2. 原産地規制、3. 制度設計、4. 紛争処理手続き、5. セー

フガード措置、6. その他の手段によって遂行される。貿易自由化は 10 年をかけて域内関税率を段階

的に 0～5％までに削減することを目指している。 

第一段階として、インド、パキスタン、スリランカの非後発発展途上国（NLDCs）は 2 年以内に

2006 年時点での関税率を 20％以下まで引き下げる。バングラデシュ、ブータン、モルディブ、ネパー

ルの後発発展途上国（LDCs）は 2 年以内に 30％以下に引き下げる。第 2 段階ではさらにインドとパ

キスタンが 2012 年末までに 0～5％、スリランカが 2013 年末までに 0～5％に引き下げ、最後に LDCs

が 2015 年末までに 0～5％に引き下げる事が予定されている。 

 しかしながら、各国は多くの品目をセンシティブリストとして自由化計画から除外しており、この

事が SAFTA の潜在的経済効果を制限している。SAFTA 域内で取引される品目の内、多くがセンシ

ティブリストに上がっており、域内輸入品目に占めるセンシティブリスト品目割合は高い。そして、

世界との取引品目に占める割合では小さい。例えば、インドの全域内輸入に占めるセンシティブリス

ト品目の域内輸入は 47.82％と約半分を占めている21。バングラデシュは 55.8％、モルディブは

67.25％とその他の国も高い比率となっている。これは域内国が保護すべきと考える重要産業の類似

性、競合性を表しており、センシティブリスト品目の削減が域内貿易活性化にむけて必要とされた。 

SAFTA はセンシティブリスト削減委員会を設置し当初のセンシティブリストから 20％品目を削減

することに成功し、2012 年 1 月より有効となった。インドは LDCs 向けには 480 品目から 25 品目に

絞るなど 95％削減し、モルディブも 651 品目から 152 品目まで 78％削減した。2012 年 2 月の会合

で、SAFTA 専門家委員会は、特に LDCs からの輸出を促進するために、さらなるセンシティブリス

ト削減の必要性を認識している。しかし、課題として残るのは品目数による削減目標ではなく、貿易

量での評価に修正していくことである22。 
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図 3 SAFTA センシティブリスト （品目数） 
 改正前 2012 年 1 月〜 

アフガニスタン 1072 850 

バングラデシュ 
1233 (LDCs) 

1241 (NLDCs) 

879 (LDCs) 

993 (NLDCs) 

ブータン 150 150 

インド 
480 (LDCs) 

868 (NLDCs) 

25 (LDCs) 

695 (NLDCs) 

モルディブ 681 152 

ネパール 
1257 (LDCs) 

1295 (NLDCs) 

998 (LDCs) 

1036 (NLDCs) 

パキスタン 1169 936 

スリランカ 1042 
845 (LDCs) 

906 (NLDCs) 

出所：SAARC Secretariat “Revised Sensitive Lists under SAFTA(Phase-II)” 

 
  
３．域内経済、貿易構造 
 
３.１ 経済格差 

 次に現在の SAARC 諸国の経済状況と、域内貿易から SAARC 及び SAFTA が抱える構造的な問題

を捉える。 

 SAARC 加盟国は新加盟国のアフガニスタン以外の国はインドと国境を接しているが、インド以外

の国とは接していない。域内人口の 74％、域内 GDP の 83％を占める圧倒的な大きさのインドと周辺

中小国の格差が際立つ。一人当たり GDP は他地域と比べても低く、モルディブを除いて、低所得国

もしくは低位中所得国に分類される。そして特徴は貧困率の高さである。貧困状態は徐々に改善され

つつも23、未だ SAARC 全体の 7 割が 1 日 2＄以下で生活している貧困地帯である。一方、近年では 3

億 5000 万人の中流クラスの存在も浮上している。SAARC の潜在的市場規模は大きい。 

 
図 4 南アジア諸国主要経済指標 （2010 年） 

 
出所：WDI より筆者作成 
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図 5 人口構成比 

 
出所 図 4 に同じ 

 

図 6 GDP 構成比 

 

出所：図 4 に同じ 

 

 2010 年の経済成長率は、ネパール、パキスタンを除き 6～8％であるが、成長率の浮き沈みは激し

い。その要因の一つには天候に左右されやすい農業部門の比率が高い事が挙げられる。図 7 で示すよ

うに、SAARC 諸国の農業部門 GDP 構成比率は中国で約 10％、ブラジルで 6％という数字と比べて

も高く、低位中所得国平均 16.9％も上回る数値である。設立当初の 85 年と比べると、この 25 年間で

工業部門比率は殆ど変化していない事は注目に値する。その一方各国サービス部門の比率が高い。イ
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ンドでは GDP の 2 割である農業部門に全労働者の 5 割が従事しており、非効率的な構造となってい

る。工業部門よりもサービス部門の比率が高く、工業部門は農村地域の過剰労働の受け皿になってい

ない。農村開発は貧困削減にも直結する。南アジア各国、緊急性のある重要課題である。 

 
図 7 各国産業別 GDP 構成比率（％） 

 

出所：図 4 に同じ 

  

３.２ 貿易構造 

 図 8 は、域内貿易マトリックスである。網掛け部分は域内最大貿易相手国であるが、特筆すべきは、

インドの絶対的な存在感である。パキスタンとアフガニスタン以外の国は輸入輸出ともにインドとの

関係が大きい。ネパールは域内輸入の 99.2％をインドから、域内輸出の 88.7％がインド向け輸出であ

る。バングラデシュも、輸出で 76・1％、輸入で 88.2％、スリランカも、それぞれ 74.2％、91.7％と

輸出入供に割合が高い。これはインド以外の域内周辺国とは貿易の関係性を築けていない事を意味す

る。この二国はインドにとっても重要国であり、インドの域内輸出の 3 割ずつがこの二国向けである。

パキスタンはインドへの輸出割合は距離的には遠いバングラデシュよりも少なく、アフガニスタンと

には 7 割と関係が深い。それでも輸入においては域内の中ではインドからの輸入割合がやはり大きい。

アフガニスタンはパキスタンからの輸入が殆どである。 
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図 8 域内貿易に占める各国貿易比率（2010 年） 

 

出所：IMF DTS(Direction of Trade Statistics)より筆者作成 

 

 インドの域内貿易における絶対的な存在感は、地域経済統合の効果に利用される数値、域内貿易比

率に大きな影響を及ぼしてしまう。SAARCの全輸出に占める域内貿易比率は5.29％であるが、（図 9）

域内輸出に占めるインドの割合は 2010 年 71.3％に上るので、周辺国の域内輸出はそれほど数字に反

映されなくなってしまう。輸出における域内貿易比率は、1990 年に 2.4％、2000 年に 4.5％であり、

緩慢ではあるが上昇している。それでも、ASEAN 諸国が結成前に 12％であった域内貿易を 2003 年

には 49％にまで上昇させた事、NAFTA も 12％から 44％に上昇した事と比較すれば、SAARC の域

内貿易は小さいと言わざるを得ない。 

 

図 9 域内貿易比率（輸出） 

 
出所：図 8 に同じ 

 

さらに細かく域内貿易を観察すると、図 10 で示すとおり、バングラデシュとスリランカは域内輸

入比率を上昇させている。しかし、その上昇の殆どはインドからである。インドは SAARC と並行し

て、二国間協定も積極的に取り組んでおり、スリランカとは 2000 年に、バングラデシュとは 2006

年に二国間 FTA を結んだ。スリランカは域内貿易におけるインドからの輸入割合がこの 20 年間で 5

倍以上上昇し、輸出も 2 倍強上昇している。インドスリランカ自由貿易協定（ISFTA）では適用除外
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品目が SAFTA より少ない。さらに、貿易以上に効果が上がったのがインドからスリランカへの投資

である。今後は包括的な経済連携協定に発展することを視野に入れている24。 

一方、インドとパキスタンは殆ど変化していない。インドの SAARC 域内向け輸出は世界全体への

輸出のわずか 5％に過ぎず、輸入に至っては 1％未満である。 

 

図 10 世界貿易に占める域内貿易比率—各国別（1985-2010） 

 
出所：図 8 に同じ。 
注意：加盟前のアフガニスタンの数値を含んでいる。アフガニスタンを除いた数値動向はパキ

スタン以外では大きな変化はない。 

 

総論としては、域内貿易にみる SAFTA の効果は小さかったと言わざるを得ない。RIS（2009）25 の

試算では 2005 年 80 億ドルだった域内貿易は 2010 年までには 250 億ドルに、2020 年までには 360

億ドルに増加すると予想した。その効果はインドというビック市場へのアクセスを可能にすることに

よって、むしろ周辺国に利益であるとの見方もあった。しかし、実際には 2010 年時点で 150 億ドル

とその水準には達していない。結果がでない理由には、域内の比較優位構造の類似性、貿易財の競合

性を挙げる研究者は多い。Wadhwa（2009）による顕示比較優位の算出では、どの国も繊維製品、糸、

革製品、アパレル、アクセサリーなどが最も顕示比較優位が高い26。一般に経済統合の効果は統合前

に貿易が補完的であるほうが自由化により貿易が拡大し、活発化すると捉えられている。確かに既に

補完的な産業構造であれば、自由化も円滑に進むであろう。しかし、逆に域内が競合的であるほど統

合による効果は大きくなるとする説もある27。ここでの競合的というのは加盟国が同一商品を生産し

ている事を意味するのだが、それは保護された環境下での生産であり生産コストの差による競合性で

はない、類似した産業構造は、自由化後に競争の中から効率化を促進する。もし域外諸国とは充分に

補完的であれば、域外国への輸出も増加する可能性がある。 

一方、他の加盟国とは異なる産業で比較優位を有する国もある。インドは化学、染料、薬剤、輸送

機器等、パキスタンは医療器具、玩具、ポリエステル等、スリランカは合板、ゴム、ゴム製品、陶器、

真珠等、バングラデシュでは機械部品、通信機器等に比較優位がある。これらの産業においては、統
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合によって貿易が促進される可能性がある。実際にある国が域外にも輸出可能な商品を、別の加盟国

は域外国から輸入しているというケースも見られる。 

しかし注意する点はここでの議論は輸送費や制度面での非関税障壁などを考慮していない事である。

なぜ南アジアでは関税を削除するだけでは域内貿易が活発化しないのか、前述のセンシティブリスト

の多さ、不十分な輸送体制、内部の政治問題、投資の規制、貿易取引コストの大きさ等、あらゆる「制

度面の未熟さ」という非関税障壁が「結果」が出ない理由である。 

 上記でスリランカはゴム製品に比較優位を持つとしたが、ISFTA 以後、スリランカのゴム供給に引

きつけられて、インドのタイヤ会社はスリランカにタイヤ工場を建設している。今後 SAARC 内での

投資とサービス貿易（主に金融や保険業など）の一層の自由化が、域内貿易活性化の為に欠かせない28。 

 
 
４．プロセスとしての経済統合 
 
 地域経済統合は経済的効果（Output）のみにその評価を求めるものではない。自由貿易のみが経済

発展にどう影響するかといった問題は、慎重に検討すべき課題である。ある途上国で成長はしたもの

の、それが全て貿易自由化だけの成果とは限らない事に注意しつつ貿易政策は語らなければならない。

貿易の増大（域内、域外ともに）だけが経済成長をもたらすかどうかの因果関係は曖昧な問題である。 

 途上国間地域経済統合の目的は SAARC 憲章にもあるように貿易拡大ではなく、その先にある成果

(Outcome)にある。目的とする成果をなるべく小さいコスト（input）で獲得する事が加盟国諸国の統

合形成のインセンティブとなるのである。得られる成果が、統合によって支払はなければならないコ

ストを上回るからこそ地域経済統合形成要因が生まれる。過言すれば、同じ成果を求める政策行動が、

一国のみで行う場合のコストよりも地域協働で行うコストが低く見積もれる事がインセンティブとな

る。図 11 は SAARC におけるプロセスとしての統合の評価を概念図としてまとめたものである。 

 

図 11 SAARC におけるプロセスとしての経済統合概念図 筆者作成 

 

Input Output Outcome 

SAARC 憲章：経済的自立と成長＋地域の安定と平和 

＜統合コスト＞ 

・主権一部放棄 

・関税収入減 

・拠出金負担 

・産業調整コスト 

・損失補てん 

・国内制度整備 

・域内貿易の増加 

・域内投資件数の増加 

・企業活動のグローバル化

・各主主要経済指標の改善

・貧困緩和 

・成長阻害要因の除去 

  政情不安 

  域内不和 

・公式貿易制度構築 

・取引コストの削減 

  未熟な国境インフラ 

  汚職・腐敗 

シグナリング効果 

域外からの投資誘因 
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 発展途上国が経済統合を行う上でのコスト（Input）は関税等、国家主権の部分的放棄、関税収入

の減少、SAARC への拠出金負担等が挙げられる。また競合的な地域統合での貿易自由化が生産の効

率性を高めるのであれば、産業調整に伴うコストは避けられない。損失を補償する制度、国内での失

業保険等のセイフティーネットを整備するコストも今後必要となるであろう29。しかしそれらは例え

ば一方的な貿易自由化でも等しくかかるコストである。地域統合内での所得移転や地域政策としての

財政支出は、インドへの負担が多くなる為、インド国民を納得させるのは簡単ではないが、周辺国に

とっては魅力に移るであろう。 

 統合の結果（Output）は、これまで多くの統合研究で評価の対象とされてきた、域内外貿易量の増

加、そして経済成長率で表される数値結果である。域内で貿易創出が発生したかどうか、また第三国

を犠牲にする形での貿易転換効果が生じたかどうかも評価の対象とされてきた。もちろんこれらの結

果を出す事は大変重要である。後述する成果も結果との相互作用によって具現化するものである。貿

易転換効果の評価については、伝統的統合理論ではマイナスの効果として捉えられていたが、途上国

間統合では経済的自立を目指し、工業化、国際競争力の強化を統合の成果として考慮するならば、む

しろ望まれる効果とも解釈できる。 

 域内への投資件数の増減も結果として重要項目である。経済統合によって、各国の詳細な比較優位

構造に基づき、地域内で垂直的な分業体制が再編成される可能性もある30。域内での企業活動の活発

化は周辺産業への波及効果、雇用の創出も期待されるが、その場合には投資のルール、域内直接投資

に優遇措置を与える等の制度が重要な鍵となる。 

 そして求められるのは経済的結果から派生し、達成すべき成果（Outcome）である。統合の効果は

動態的な成果に多くを求める事ができる。SAARC は当初よりその活動領域を広範囲に定めてきた。

人間開発分野、特に人権問題、女性問題、児童問題では相互監視が可能になることによって成果が期

待される。実際、2002 年 1 月、南アジアの児童福祉促進に関する地域協定会議、女子児童人身売買

禁止についての会議が開催されている。テロに関する会議も 1987 年には既に開催され、2004 年には

テロ鎮圧に関する追加協定が締結されている。 

経済成長の阻害要因の除去も強く求められる成果である。域内の政情不安や不協和音はカントリー

リスクを高める。地域の安定と平和の維持、政権への信頼は、域外諸国に対するシグナリング効果を

経て域内への投資の呼び込みに結びつく。 

SAARC 憲章原則では、二国間紛争には触れないとあるが、その事をあえて明記する事で統合を実

現させ、同時に SAARC の恒常的な会合や組織がインフォーマルでの二国間協議の場になっている事

は暗黙の了解となっている。S.D.Muni が、「SAARC が無ければ、地域の崩壊は大きかった」と述べ

るように、実際 SAARC サミットや閣僚会議が印パの軋轢の緩和に寄与している。政治的、宗教的軋

轢の完全な解決は SAARC ではできない。しかし、紛争を避ける努力が、問題を棚上げにし、風化さ

せる機能としての役割は持ち得ているかもしれない。 

 そして、発展途上国が故に大きな取引コストの存在は、SAARC が結果を出せないでいる理由となっ

ている。North は発展途上国が発展できない最も大きな要因として、社会制度が効率的で低コストの
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契約執行を展開できていない事を挙げている。効率的で公平な制度は経済が長期的パフォーマンスの

基本的な決定要因であると主張する31。 

鉄道、道路、空路といった国境インフラは未熟であり、各国の各種基準も統一がされていない。そ

して未成熟制度は政治及びエリート層にレントシーキングを呼び込む事となり、官僚支配と汚職が蔓

延する。（図 12 参考）これは、隠れた取引コストとして、企業活動、貿易活動の阻害要因となり、非

公式貿易の原因ともなっている。域内貿易も非公式貿易を含めれば 3 倍になるとの試算もある。 

 

図 12 CPI（Corruption Perceptions Index：腐敗認識指数）2011 年清潔度順位（183 ヶ国中） 

1 ニュージーランド 14 日本 

2 デンマーク 86 スリランカ 

2 フィンランド 95 インド 

4 スウェーデン 120 バングラデシュ 

5 シンガポール 134 パキスタン 

6 ノルウェー 154 ネパール 

7 オランダ 180 アフガニスタン 

出所：Transparency International 

 

人々が非公式貿易を選択するのは、公式ルートの取引コストがあまりも高いからである。しかし非

公式貿易は暴力による支配も多く存在し社会的コストは高い。 

 世界銀行は 90 年代終わりから、開発における国家の役割に対する考え方を市場重視から、国家能

力への新たな関心として、市場と政府の双方が成長を促進する制度構築にとって重要であり、市場効

率化のための政府の役割は大きいと認識を変化させている。よい制度は貿易を促進し、逆に市場の開

放による貿易の促進は良い制度（政府）を生むという興味深い研究もある32。 

 無論 SAARC が全てこれらの取引コスト削減に有効に作用するわけではない。しかしながら民主主

義下では困難な制度改革も統合という外圧を利用することによって推進する例は EU 等でも見受けら

れる。一国で行うよりもスムーズな制度改革が可能になるケースもある。 

 緩慢ではあるが漸次的な自由化の中、南アジアでもグローバリゼーションの要請、成長発展したい

という衝動は強くなっている。周辺国においてもインドの成長も自国の発展に取り組むべきであると

考えるようになってきた。 

図 13 は南アジア全体における兵力構成比である。インドが 5 割から 6 割を占めてきた。パキスタ

ンは、経済規模以上の軍備力を保有しており、社会開発支出の 4 倍を軍事費に費やしている。域内の

安定によって、この無駄な支出を開発や制度構築に回せないものであろうか。 
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図 13 兵力比較（陸海空軍合計、南アジアにおける構成比 ％） 

 
出所: The Military Balance 2011 より作成 

 
 
５．おわりに 
 
 EU の草創期にはジャン・モネと、ロベルト・シューマンが ESCE 欧州石炭鉄鋼共同体設立に尽力

した。モネを理想主義者と称する者もあるが、二度の大戦を経験した実務家であるモネは、契約や条

約といったものは、決して絶対的な存在ではなく、すぐに破られ、崩壊する危ういものであることを

実感していた。それだけにモネは現実主義者的に、ヨーロッパの平和と安定をもたらす為に、独仏の

対立は回避せざるを得ない、一つの仕組みを構想したのである。統合プロセスはその為の制度である。

そのアイデアに共感したシューマンは政治家として、各国から理解を得るために政治的リーダーシッ

プを採り、実現に向かった。 

 ラーマン大統領が各国理解を取り付け実現した SAARC であるが、非協力的な関係の機会費用は莫

大であると理解し、コストをかけても統合を維持する事が国益に繋がると、加盟国全てが共通して認

識できるような、強いインセンティブが働くような制度では残念ながらまだなっていない。急ぐべき

は結果を生みだす協力的な制度構築であり、閣僚会議の充実、各行動計画の実行力ある専門化であり、

その先の成果を生み出す仕組みを熟慮することである。その過程でインドの存在は大きい、インドに

「大国の倫理」としての犠牲を求めるだけでは理想で終わってしまう。インドが SAARC を利用し、

周辺国との関係構築が国益に叶うと意識するインセンティブを SAARC 内で創出する事も必要である。

南アジアに欠けているのは安定と将来への見通しである。経済統合による成果を広く内外にアピール

することによって統合の吸引力を高める事が必要とされる。 
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Abstract 

This paper discusses the economic development of the eight member countries of the South Asian 

Association for Regional Cooperation (SAARC) within the framework of regional integration. Although 

SAARC, with a quarter of the world’s population, is a very important economic and political institution in the 

context of economic integration, it has not attracted global attention. The reasons are as follows: intra-region 

trade ratio is low as 5%, even 27years after the organization’s establishment and in spite of the taking effect of 

the South Asian Free Trade Area (SAFTA) in 2006, this number has not grown. 

However, evaluation not only of the extent and direct benefits of regional economic integration is necessary, 

but also of its formative factors. Moreover, we must examine the outcome of the process of integration. In the 

present paper, we first try to explain the various problems faced by South Asia; then we consider how to make 

effective use of the integration process for economic development and regional stability. 


